
要 望 事 項 令和５年度税制改正大綱（令和4年12月23日閣議決定）の内容

●税制改正関連要望事項

１．自動車関係諸税の簡素化・軽減等

（１）自動車関係諸税の簡素化・軽減

・自動車関係諸税の見直しについては、「日本の自動車戦略やインフラ整備の長期展望を踏まえる
とともに、「2050 年カーボンニュートラル」目標の実現に向けた積極的な貢献、モビリティ産業の発展
に伴う経済的・社会的な受益者の広がりや保有から利用への移行等を踏まえつつ、国・地方を通じ
た財源を安定的に確保していくことを前提に、受益と負担の関係も含め、公平・中立・簡素な課税の
あり方について、中長期的な視点に立って検討を行う。また、利用に応じた負担の適正化等に向け
た具体的な制度の枠組みについて次のエコカー減税の期限到来時までに検討を進める」とされた。
（与党税制改正大綱 P116）

（２）自動車税における営自格差見直し反対 ・自動車税における営自格差の見直しについては、言及されなかった。

（３）自動車重量税の道路特定財源化 ・自動車重量税の道路特定財源化については、言及されなかった。

２．中小企業投資促進税制の延長 ・適用期限が2年延長された。（P42）

令和５年度トラック関係施策に関する要望と税制改正大綱の主な内容

※（ ）内は大綱の該当ページ
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要 望 事 項 令和５年度税制改正大綱（令和4年12月23日閣議決定）の内容

３．特例措置の延長

（１）自動車重量税のエコカー減税の延長
・現行措置を令和5年12月末まで維持することとされた。
・その上で、令和6年1月からは、減免区分の基準となる燃費基準の達成度を段階的に引き上げた上
で現行制度を維持する期間を含めて適用期限を合計3年延長するとされた。（P59-63）

（２）自動車税環境性能割特例措置の延長

・現行措置を令和5年12月末まで維持することとされた。
・その上で、環境性能割の税率区分の基準となる燃費基準の達成度を段階的に引き上げるよう見直
すこととされた。その際、税率区分を段階的に引き上げること等を踏まえ次回の見直しは3年後とす
るとされた。（P64-70）

（３）ＡＳＶ（先進安全自動車）特例措置の延長・拡充

・側方衝突警報装置を搭載したトラック等の取得に係る自動車税（環境性能割）の特例措置を令和6
年4月末まで延長するとされた。
・また、特例措置の対象に衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）が追加された。（自動車重
量税：3年間、自動車税（環境性能割）：2年間）。（P72-74）

（４）自動車税のグリーン化特例の延長 ・適用期限が3年延長された。（P67-69）

（５）中小企業・協同組合等の法人税率の特例措置の延長 ・適用期限が2年延長された。（P42）

（６）中小企業経営強化税制の延長 ・適用期限が2年延長された。（P42）

（７）中小企業防災・減災投資促進税制の延長
（特定事業継続力強化設備等の特別償却制度）

・適用要件および措置内容を見直した上で、適用期限が2年延長された。（P46）

４．トラック協会が運営する地域防災・災害対策関連
施設等について固定資産税の軽減措置の適用

・固定資産税の軽減措置の適用については、言及されなかった。

令和５年度トラック関係施策に関する要望と税制改正大綱の主な内容

※（ ）内は大綱の該当ページ
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要 望 事 項 令和４年度補正予算の内容

●道路関係要望事項
令和4年度補正予算

○令和4年度補正予算については、令和4年12月2日に成立した。

（１）補助額35円、ガソリン基準価格168円で令和4年12月末まで延長されている燃料油価格激変緩和対策事業に

ついて、令和5年度前半にかけて存続することとされた。なお、令和5年1月以降は、補助額を緩やかに調整し

つつ実施し、令和5年6月以降は補助を段階的に縮減する一方で、高騰リスクへの備えを強化するとされた。

（２）令和4年度末で期限を迎える、自動車運送事業者のＥＴＣ2.0搭載車を対象とした高速道路料金の大口・多頻度

割引50％枠について、令和5年度末（令和6年3月末）まで継続するための予算として、78億円が措置された。

（３）災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能を確保するため、高規格道路のミッシングリンクの解消、高規格

道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化等を実施するための予算として、

1730億円が措置された。

（４）事業用自動車における電動車の集中的導入支援の予算として、20.5億円が措置された。

（５）物流GX、災害対策を推進するための予算として、12.7億円が措置された。

（６）物流DX、標準化を推進するための予算として、2億円が措置された。

（７）テールゲートリフター等の導入等支援のための予算として、2億円が措置された。

（８）自動車運送事業の各種申請手続きのオンライン化に伴う申請手続の最適化・効率化のための調査の予算とし

て、1億円が措置された。

１．高速道路料金等の引下げ

２．物流基盤の整備

３．その他諸施策の推進

●予算・施策関係要望事項

１．燃料価格高騰への支援

２．働き方改革実現に向けた支援

３．環境・交通安全対策に係る支援

４．新型コロナウイルス感染症に係る支援

５．施策要望

令和５年度トラック関係施策に関する要望と令和４年度補正予算・令和５年度予算の内容
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要 望 事 項 令和5年度予算の主な内容

●道路関係要望事項
令和5年度予算

○令和5年度予算については、令和5年3月28日に成立した。

（○トラック運送事業関係）

①働き方改革の推進（トラック運送業の実態把握、DXを通じた調査、ホワイト物流推進運動等）（0.87億円）

②事故防止対策（先進安全自動車、デジタル式運行記録計等の導入等）支援推進事業（13.34億円の内数）

③自動車運送事業の運行管理の高度化、健康起因事故防止対策の推進（4.39億円の内数）

④モーダルシフト等推進事業（0.82億円の内数） ※令和4年度第2次補正予算0.06億円を含む

⑤商用車の電動化促進事業（135.99億円の内数）＜環境省・経済産業省連携事業＞

⑥低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業（29.65億円）＜環境省連携事業＞

⑦環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業（5億円）＜環境省連携事業＞

⑧トラック輸送における省エネルギー化推進事業、

新技術を用いたサプライチェーン全体の輸送効率化推進事業（41.5億円）＜経済産業省連携事業＞

（次ページへ続く）

１．高速道路料金等の引下げ

２．物流基盤の整備

３．その他諸施策の推進

●予算・施策関係要望事項

１．燃料価格高騰への支援

２．働き方改革実現に向けた支援

３．環境・交通安全対策に係る支援

４．新型コロナウイルス感染症に係る支援

５．施策要望
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要 望 事 項 令和5年度予算の主な内容

●道路関係要望事項
（○道路関係）

①災害時における人流・物流の確保（6,648億円の内数） ※令和4年度第2次補正予算2,037億円を含む

・ミッシングリンク解消や４車線化等の推進、道路等の防災・減災対策の推進 等

②通学路等の交通安全対策の推進（2,729億円の内数） ※令和4年度第2次補正予算220億円を含む

・高速道路の暫定２車線区間の４車線化等の推進 等

③効率的な物流ネットワークの早期整備・活用（3,783億円の内数） ※令和4年度第2次補正予算156億円を含む

・三大都市圏環状道路等の整備推進、安全・円滑な物流等のための道路ネットワーク構築等の推進、

ダブル連結トラックによる省人化、SA・PA駐車マス不足の解消 等

④地域・拠点の連携を促す道路ネットワークの整備（5,928億円の内数）

※令和4年度第2次補正予算1,730億円を含む

・地域・拠点をつなぐ高速道路ネットワークの構築、スマートICの活用 等

（○厚生労働省関係）

①働き方改革推進支援助成金（68億円）

②業務改善助成金（10億円）

③人材開発支援助成金（訓練関係）（658億円の内数）

④民間企業における女性活躍促進事業（2.3億円）

⑤両立支援等助成金（育児休業等支援コース）（38.7億円）

⑥自動車運転者の労働時間改善に向けた荷主等への対策事業（2.6億円）

１．高速道路料金等の引下げ

２．物流基盤の整備

３．その他諸施策の推進

●予算・施策関係要望事項

１．燃料価格高騰への支援

２．働き方改革実現に向けた支援

３．環境・交通安全対策に係る支援

４．新型コロナウイルス感染症に係る支援

５．施策要望
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2015年度燃費基準

＋5%
達成以下

＋5～10%
達成車

＋10%
以上
達成車

小型

中型

大型

環境省・経済産業省連携事業 （令和５年度予算）

エネルギー対策特別会計予算において、先進的な環境対応車両の導入、車両動態管理システム等を活用した荷主連携による
省エネ化への取組みに関する実証などについて支援する。

トラック輸送における省エネルギー化推進事業低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業

（R5年度予算額：２９．６５億円）

経年車の廃止なし:標準的燃費水準車両との差額の1/3
経年車の廃止あり:標準的燃費水準車両との差額の1/2
※2025年燃費基準達成車には＋5万円

環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業

継続 継続

継続

（R5年度予算額： 5億円）

【補助内容】AI・IoTツール(車両動態管理システム、配車計画システム等)

の導入費用の１／２

「車両動態管理システム」や「予約受付システム」等のAI・IoTツールを活
用したトラック事業者と荷主等の連携によるトラック輸送の効率化を図る取
組について、省エネルギー効果の実証を行う。

HVトラック等の導入を支援し、
CO2排出削減を図る。

代替
エネルギー

燃料コスト
優位性

環境負荷
低減

中小トラック運送業者に対し、燃費性能の高い最先端の低炭素型
ディーゼルトラックの導入を支援する。

最先端の低炭素型ディーゼルトラック

【補助額】標準的燃費水準車両との差額の1/2
（HＶトラックの場合）

【ディーゼルトラックの補助額】 (燃費基準10%達成車の場合)
発荷主Ｃに寄り
荷物の集荷を

お願いします。

（Ⅰ）往路

（Ⅱ）復路

リアルタイムに位置情報を把握することで、
最短距離、最短時間で向かえる車両の選択
が可能となり、効率性が向上。

通常

動態管理システム活用

【トラック事業者の事業所】

【発荷主Ａ】

【着荷主Ｂ】

（Ⅰ）往路

（Ⅱ）新たな荷物の集荷

荷物の集荷を
お願いします。

【着荷主Ｄ】

（Ⅲ）荷物を配送

【発荷主Ｃ】

（Ⅳ）復路

関係事業者が連携してサプライチェーン全体の輸送効率化を図る取組みについ
て、実証事業を通じて推進する。

 新技術を用いたサプライチェーン全体の輸送効率化推進事業

【補助内容】サプライチェーン輸送効率化機器等の導入費用の１／２

経済産業省連携事業
（R5年度予算額： ４１．５億円）

環境省連携事業

継続
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